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秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等に関する要綱

第１章 総 則

（趣旨）

第１条 この要綱は、秋田県下水道協会（以下「協会」という。）が実施する排水設備工事

責任技術者の資格認定、資格登録および登録更新のための必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

一 条例等 協会に加入している各市町村ごとに定められる下水道事業の実施に関する条

例、規則等をいう。

二 排水設備工事 下水道法第10条第１項に規定する排水設備（屋内の排水管、これに固

着する洗面器および水洗便所のタンクならびに便器を含み、し尿浄化槽を除く。）の工

事をいう。

三 排水設備工事責任技術者 市町村の長が、条例等に基づき、排水設備工事の設計、施

工等に関し、技能を有する者として認め登録した者（以下「責任技術者」という。）を

いう。

四 指定工事店 市町村の長が、条例等に基づき、排水設備工事の施工を認め指定した下

水道排水設備工事業者をいう。

第２章 責任技術者の試験

（責任技術者資格認定試験）

第３条 協会は、責任技術者の資格認定にあたって、排水設備工事責任技術者資格認定試験

（以下「試験」という。）を行うものとする。

（試験の方式および内容）

第４条 試験は筆記試験とし、その内容は、下水道に関する一般知識、排水設備に関する法

令、事務手続き、設計および施行ならびに維持管理に関するものとする。

２ 試験に出題する問題（以下「試験問題」という。）は、社団法人日本下水道協会（以下

「協会本部」という。）が作成する共通試験問題とするものとする。ただし、協会は、地

域の実情等を加味した試験を追加できるものとする。

（講習）

第４条の２ 協会は、試験の受験者を対象に試験の前に講習会（以下「受験者講習」という。）

を開催するものとする。

（試験および受験者講習）

第５条 試験および受験者講習は、毎年１回実施するものとする。

２ 試験および受験者講習の実施日については、会長が定める。
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（試験の受験資格）

第６条 試験を受験できる者は、試験の実施日において、次の各号の一に該当する者とする。

一 学校教育法（昭和22年法律第26号）による高等学校又は旧中学校令（昭和18年勅令第

36号）による中等学校以上の学校の土木工学科、土木科、農業土木科、農業工学科、建

築科、建築工学科、設備工学科および衛生工学科、又はこれに該当すると会長が認めた

課程を修了して卒業した者

二 学校教育法による高等学校又は旧中学校令による中等学校以上の学校を卒業した者で、

下水道工事又は排水設備工事の設計又は施工に関し、第７条に規定する試験の受験申込

みを行った日（以下「受験申込み日」という。）において１年以上の実務の経験を有す

る者

三 下水道工事又は排水設備工事の設計又は施工に関し、受験申込み日において２年以上

の実務の経験を有する者

四 前各号に掲げる者に準ずるものとして、会長が認めた者

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は、試験を受験することは出来な

い。

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

二 精神の機能の障害により排水設備工事の事業を適正に行うに当たって必要な認知、判

断および意思疎通を適切に行うことができない者

三 第16条の規定により責任技術者としての業務の禁止処分を受け、受験申込み日におい

て２年を経過していない者

四 前各号に掲げる者のほか、会長が受験を不適当と認めた者

（試験の受験申込み）

第７条 試験を受験しようとする者は、会長が定める期間内に、排水設備工事責任技術者受

講・受験申込書（様式第１号。以下「受講・受験申込書」という。）に次の各号に掲げる

書類を添付して申込み手続きをしようとする市町村（以下「所属市町村」という。）に提

出しなければならない。

一 写真

二 その他会長が必要とする書類

２ 市町村は、受講・受験申込書の提出を受けた場合は、第６条に規定する受験資格を確認

のうえ、当該受講・受験申込書等を取りまとめて、会長が定める期間までに会長に送付す

るものとする

３ 会長は、受講・受験申込書の送付を受けた場合は、速やかに、試験の受験申込み者に、

受講・受験票（様式第２号）を送付するものとする。

（試験および受験者講習の実施）

第８条 試験および受験者講習の実施に必要な事項については、会長が別に定める。

（試験結果の通知）

第９条 会長は、試験の合格者（以下「合格者」という。）に対して合格通知書（様式第３

号）を送付するとともに、試験の不合格者に対して通知書（様式第４号）を送付するも

のとする。

２ 会長は、当該市町村で受験申込みをした者の試験の結果について、当該市町村に通知
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するものとする。

（試験の合格の取消）

第１０条 会長は、合格者が次の各号の一に該当するときは、試験の合格を取り消すことが

できる。

一 試験の受験資格がないことが判明したとき

二 不正行為等により、試験に合格したことが判明したとき

三 その他、責任技術者としての適格性に欠けると判断されたとき

２ 会長は、合格者のうち、前項の規定により、試験の合格を取り消した場合は、その旨を

当該合格者および市町村に通知するものとする。

第３章 責任技術者の登録

（登録）

第１１条 合格者のうち責任技術者の登録をしようとする者は、試験の受験申込みを行った

市町村を経由し、会長の定める日まで、次の各号に掲げる書類を添えて、排水設備工事責

任技術者登録申請書（様式第５号）を会長に提出しなければならない。

一 写真１枚

二 合格通知書の写し

三 その他会長が必要とする書類

２ 前項の申請を受けた市町村は、書類を審査のうえ、会長に送付するものとする。

３ 合格者が、第１項の期日までに申請をしないときは、登録する資格を失うものとする。

（登録の有効期間）

第１２条 登録の有効期間は、合格の日から最初に到来する４月１日を始期として、合格の

日から５年を経過して最初に到来する３月31日までとする。

（排水設備工事責任技術者証）

第１３条 会長は、責任技術者の登録を行ったときは、その者に対し、排水設備工事責任技

術者証（様式第６号。以下「責任技術者証」という。）を交付しなければならない。

２ 前項の交付については、会長は、各市町村を通じて、当該責任技術者に責任技術者証を

送付するものとする。

３ 責任技術者は、責任技術者証を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。

４ 責任技術者は、第16条の規定により、登録の抹消又は資格の停止を受けたときは、遅滞

なく責任技術者証を所属市町村を経由して、会長に返納しなければならない。

５ 責任技術者は、責任技術者証を汚損し、又は紛失したときは、所属市町村を経由して、

排水設備工事責任技術者証再交付申請書（様式第７号）により、会長に申請し、再交付を

受けることができる。

（兼職の禁止）

第１４条 責任技術者は、所属する指定工事店の責任技術者と、それ以外の指定工事店の責

任技術者とを兼ねることができない。

（登録内容の変更）

第１５条 既に登録を受けている責任技術者は、登録内容に変更があった場合は、所属市町
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村を経由して、排水設備工事責任技術者証登録変更届（様式第８号。以下「登録変更届」

という。）に次の各号に掲げる書類を添付して、会長に提出しなければならない。

一 責任技術者証

二 その他会長が必要とする書類

２ 所属市町村を変更しようとする場合は、現在の所属市町村および新たな所属市町村の確

認を受けてから、新たな所属市町村を経由して、登録変更届を会長に提出しなければなら

ない。

３ 会長は、前２項に規定する届が提出されたときは、登録内容を変更し、当該責任技術者

に新たに責任技術者証を交付するものとする。

４ 前項の交付については、所属市町村を通じて行うものとする。

（登録の抹消等）

第１６条 会長は、責任技術者が、次の各号の一に該当するときは、登録の抹消又は資格の

停止をすることができる。

一 第10条第１項の規定により、試験の合格の取り消しがあったとき

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

三 精神の機能の障害により排水設備工事の事業を適正に行うに当たって必要な認知、判

断および意思疎通を適切に行うことができない者

四 第18条第１項の規定による登録の更新をしなかったとき

五 登録の辞退届があったとき

六 死亡したとき

七 この要綱に違反したとき

（市町村の通知義務）

第１７条 市町村は、前条各号の事実があったとき、又は判明したときは、直ちに会長に通

知するものとする。

２ 会長は、前項の通知に基づき、登録を抹消し、又は資格を停止したときは、その結果に

ついて、各市町村に周知するものとする。

第４章 責任技術者の登録更新

（登録の更新）

第１８条 責任技術者は、登録期間終了後、引続き登録をしようとするときは、登録の更新

（以下「登録更新」という。）をしなければならない。

２ 登録更新を受けようとする責任技術者は、技能の維持確認および法律的知識の習得等を

目的とする登録更新のための講習（以下「更新講習」という。）を受講しなければならない。

３ 会長は、前２項の規定により更新手続きをした者で、登録期間内に一度も指定工事店に

所属しない者に対しては、関係市町村の意見を参考にして更新を拒否することができる。

（更新講習）

第１９条 更新講習は、次の各号に掲げる科目について行うものとする。

一 下水道の一般知識に関すること

二 排水設備の法律的知識に関すること

三 排水設備の新設、増設、改築および撤去工事に係わる事務手続き等に関すること。

２ 更新講習は、毎年実施するものとする。
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３ 更新講習の実施日については、会長が定める。

（登録更新の申し込み）

第２０条 登録更新をしようとする責任技術者は、会長が定める期間内に、排水設備工事責

任技術者登録更新申請書（様式第９号。以下「登録更新申請書」という。）に、次の各号

に掲げる書類を添えて、所属市町村に提出しなければならない。

一 写真１枚

二 責任技術者証の写し

２ 市町村は、登録更新の申請があったときは、名簿の登載者であることを確認のうえ、会

長が定める期間までに、会長に送付するものとする。

３ 会長は、登録更新申請書の送付を受けた場合は、速やかに、申請者に更新講習の受講票

（様式第10号）を送付するものとする。

４ 病気による入院等の特別の理由により、更新講習を受講できない責任技術者は、受講で

きない理由を証する書類等を添えて、事前に所属市町村を経由して会長に届け出なければ

ならない。

（更新講習の実施）

第２１条 更新講習の実施について必要な事項については、会長が別に定める。

（登録の更新および期間）

第２２条 会長は、登録の更新をしようとする責任技術者が更新講習を受講したときは、責

任技術者証を作成し、所属市町村を通じて、既交付の責任技術者証と交換により交付する

ものとする。

２ 登録更新による登録期間は５年とする。

３ 第20条第４項の規定により届出を提出して正当な理由と認められた責任技術者は、登録

期間終了後から次回の更新講習を受講し、新たに責任技術者証の交付を受けるまでの期間、

登録が停止される。

４ 第20条第１項の規定により登録更新申請書を提出した責任技術者が病気等の特別な理由

により更新講習を受講できなかったと認められる場合は、登録期間終了後から次回の更新

講習を受講し、新たに責任技術者証の交付を受けるまでの期間、登録が停止される。

５ 会長は、前２項の規定にかかわらず、停止期間中の責任技術者に対して、特に認める場

合は、次回の更新講習を受講し、新たに責任技術者証の交付を受けるまでの期間、登録を

認めることができる。

６ 登録期間終了後に次回の更新講習を受講し、新たに交付を受ける者の責任技術者証の有

効期限は交付の日から５年を超えない３月３１日とする。

第５章 雑 則

（手数料）

第２３条 会長は、次の各号の一に該当する者につき、別表に定める手数料を徴収する。

一 試験を受験しようとする者

二 合格者のうち登録をしようとする者

三 登録更新をしようとする者

四 責任技術者証を紛失し、再交付を受けようとする者
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（その他）

第２４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、会長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成４年10月１日から施行する。

附 則（改正平成11年４月16日）

この要綱は、平成11年度から適用する。

附 則（改正平成13年２月27日）

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。

附 則（改正平成13年４月20日）

この要綱は、平成13年４月20日から施行する。

附 則（改正15年２月21日）

この要綱は、平成15年４月1日から施行する。

附 則（改正平成21年５月１日）

１ この要綱は、平成21年５月１日から施行する。

２ この要綱の施行の際、既に支部又は下水道管理者が実施した試験等に合格し、責任

技術者として登録されている者については、その登録の有効期間内にこの要綱に基づ

き実施される更新講習を受講した場合に限り、この要綱により登録された責任技術者

とみなす。

附 則（改正平成23年７月１日）

この要綱は、平成23年７月１日から施行する。

附 則（改正平成24年４月25日）

この要綱は、平成24年４月25日から施行する。

附 則（改正令和２年５月25日）

この要綱は、令和２年５月25日から施行する。

別表（第23条関係）

区分 手数料 金額

（１）試験を受験しようとする者 受験手数料 6,000円

（２）合格者のうち登録をしようとする者 登録手数料 2,000円

（３）登録の更新をしようとする者 登録更新手数料 7,000円

（４）責任技術者証を紛失し、再交付を受 責任技術者証再交付手数料 2,000円

けようとする者
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様式第１号（第７条関係）

排水設備工事責任技術者受講・受験申込書

年 月 日

秋田県下水道協会 会長

（申込者）

氏 名 印

秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等に関する要綱第

７条第１項の規定により、下記のとおり申込みします。

記

※ 写 真
受講・受験番号 のりづけ

･縦2.5cm×横2.0cm
･3ヶ月以内の写

受講・受験会場
真
･
上半身脱帽
･ポラロイド不可

ふ り が な

氏 名
生年月日 年 月 日

現 住 所
〒 －

電話番号（ ） －

最終卒業学校名 学科名

会 社 名

勤 務 先 所 在 地 〒 －

電話番号（ ） －

勤務先名 職 務 内 容 在職期間（年月数）

年 月～ 年 月( ・ )
実 務 経 験 年 月～ 年 月( ・ )

年 月～ 年 月( ・ )
年 月～ 年 月( ・ )

上記の者の実務経験について、相違ないことを証明します。

事 業 主 証 明
年 月 日

所 在 地

会 社 名 印

※ □ 試験結果通知書送付用の返信用封筒１通（住所記入、切手不要）
添 付 書 類 □ 振込金受取書の写し（写しを申込書の裏面に貼付）

１ 記入事項に不正がある場合は、受講・受験が無効となります。
２ ※印欄は、記入しないで下さい。
３ 記入は、黒ボールペンを用い、数字は算用数字で記入して下さい。

４ 実務経験欄は、排水設備、下水道工事等の設計又は施工に従事したことのみを記入して下さい。
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様式第２号（第７条関係）

（表）

秋 田 県 下 水 道 協 会

排水設備工事責任技術者講習・試験

受講・受験票

※受講・受験番号

氏 名

会 場

受験講習会月日 年 月 日

試 験 月 日 年 月 日

《注意事項については、裏面をご覧下さい。》

（裏）

〔注意事項〕

◇受験講習会 （ 月 日）

時 分～ 時 分

◇資格認定試験（ 月 日）

時 分～ 時 分

１ この受講・受験票は当日必ず持参してください。

持参されない場合は、会場へ入れません。

２ 試験の際は、受験番号と同番号の席に着席し、本

票を机の上に提示して係員の指示に従ってくだ

さい。

３ 受験講習会の際は、「排水設備工事責任技術者講

習用テキスト」を必ず持参してください、

秋田県下水道協会の連絡先記載
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様式第３号（第９条関係）

受験番号

氏 名 様

合 格 通 知 書

あなたは、 年度秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資

格認定および登録等に関する要綱第３条に基づく排水設備工事責任技

術者資格認定試験に合格したので通知します。

年 月 日

秋田県下水道協会

会長 市長 印
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様式第４号（第９条関係）

受験番号

氏 名 様

通 知 書

あなたは、 年度秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の

資格認定および登録等に関する要綱第３条に基づく排水設備工事責任

技術者資格認定試験の結果、合格点に達しなかったので通知します。

年 月 日

秋田県下水道協会

会長 市長 印
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様式第５号（第１１条関係）

（表）

排水設備工事責任技術者登録申請書

年 月 日

秋田県下水道協会 会長

（申請者）

氏 名 印

秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等に関する要綱第

11条第１項の規定により、排水設備工事責任技術者として登録を申請します。

記

ふ り が な 写 真
氏 名 （ 年 月 日生） のりづけ

〒 － ･縦2.5cm×横2.0cm

現 住 所
･3ヶ月以内の写
真

電話番号（ ） －

･上半身脱帽
･ポラロイド不可

所属工事店名

所属工事店住所

〒 －

電話番号（ ） －

受 験 番 号

所 属 市 町 村

※添付書類

１ 振込金（兼手数料）受取書の写し（裏面に貼付）
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（裏）

振込金（兼手数料）受取書の写し

の り づ け
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様式第６号（第１３条関係）

（表）

排水設備工事責任技術者証

所属市町村
協 会
登 録 番 号

氏 名

5.5cm 生 年 月 日

住 所

資格取得年月日 年 月 日

交 付 年 月 日 年 月 日

有 効 年 月 日 年 月 日

秋田県下水道協会会長 印

9.0cm

（裏）

注 意 事 項

１ 本証の有効期間は、５年とする。本証の更新を受けようと

する者は、更新講習を受けたのち、支部長が定める日までに

更新の手続きをしなければならない。

２ 本証は、常時携帯し、提示の求めがあった時は、これを提

示しなければならない。

３ 本証は、他人に貸与したり、写真を張り替えたりしてはな

らない。

４ 本証は、秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認

定および登録等に関する要綱第16条の各号の一に該当し、登録を

抹消されたときは、遅滞なく支部長に返納しなければならない。
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様式第７号（第１３条関係）

排水設備工事責任技術者証再交付申請書

年 月 日

秋田県下水道協会 会長

（申請者）

氏 名 印

秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等に関する要綱第

13条第５項の規定により、排水設備工事責任技術者証の再交付を申請します。

記

ふ り が な 写 真

氏 名 （ 年 月 日生） のりづけ

〒 －
･縦2.5㎝×横2.0㎝
･３ヶ月以内の

現 住 所
写真
･上半身脱帽

電話番号（ ） － ･ポラロイド不可

登 録 番 号

所属工事店名

所属工事店住所
〒 －

電話番号（ ） －

再交付の理由

※添付書類

１ 手数料（２，０００円）を下記口座に振り込み、受取書の写しを裏面に添えてください。

振込先 秋田県下水道協会

秋田銀行 秋田市役所支店 普通預金４３４６１６
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様式第８号（第１５条関係）

排水設備工事責任技術者証登録変更届

年 月 日

秋田県下水道協会 会長

登 録 番 号

氏 名 印

秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等に関する要綱第

15条第１項の規定により、届出します。

記

変 更 理 由

変 更 内 容 新 旧

氏 名

住 所

所 属

工 事 店

※市町村確認欄

市町村名 担 当 者 氏 名

添付書類

①排水設備工事責任技術者証
②氏名および住所変更の場合は住民票
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様式第９号（第２０条関係）

排水設備工事責任技術者登録更新申請書

年 月 日

秋田県下水道協会 会長

氏 名 印

排水設備工事責任技術者として登録の更新を申請します。

記

※受 講 番 号

ふ り が な 写真

氏 名
のりづけ
縦2.5㎝×横2.0㎝

3ヶ月以内の写真
上半身脱帽生 年 月 日
ポラロイド不可

現 住 所

〒 －

電話番号( ) －

所属市町村名および

登 録 番 号 No.

現在の勤務先所在 〒 －

地および名称(商号)
電話番号( ) －

受 講 会 場
（希望会場を○で囲んで下さい）

北部会場 中央部会場 南部会場

１ 記入は黒ボールペンを用い、数字は算用数字で記入して下さい。

２ 記入事項に不正がある場合は、無効となります。

３ ※印欄は、記入しないで下さい。

４ 添付書類

①排水設備工事責任技術者証の写し（裏面に貼付）

②振込金（兼手数料）受取書の写し（裏面に貼付）
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様式第１０号（第２０条関係）

秋 田 県 下 水 道 協 会

排水設備工事責任技術者更新講習

受 講 票

受 講 番 号

会 場

講 習 会 日

講 習 時 間

受付時間 ９時００分～９時５５分

《当日必要なもの》

○受講票 ○筆記用具

※受講票を持参されない場合は、受講することが

できません。

※講習用テキストについては、受付の際お渡しい

たします。

※駐車台数に限りがありますので、できるだけ公

共交通機関 をご利用ください。

秋田県下水道協会の連絡先記載
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排水設備工事責任技術者試験、受験者講習および更新講習実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、秋田県下水道協会排水設備工事責任技術者の資格認定および登録等

に関する要綱（以下「資格要綱」という。）第８条および第21条の規定に基づき、秋田

県下水道協会（以下「協会」という。）が実施する排水設備工事責任技術者資格認定試

験、受験者講習および更新講習の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（実施会場）

第２条 資格要綱第５条第１項および19条第２項に定める試験、受験者講習および更新講

習の実施会場は、３区分（北部、中央部、南部）とする。ただし、会長は、試験の受験

者数、受験者講習の受講者数および更新講習の受講者数等を考慮し、実施会場の区分を

変更できるものとする。

２ 試験の受験者、受験者講習の受講者および更新講習の受講者（以下「受験者等」という。）

の試験又は講習の会場は、原則として所属市町村の属する区分とするが、会場の収容人

数または受験者等の希望により、変更することができる。

３ 市町村の区分は、次のとおりとする。

一 北部 能代市、大館市、鹿角市、北秋田市、小坂町、八峰町、三種町、藤里町、

上小阿仁村

二 中央部 秋田市、男鹿市、由利本荘市、潟上市、にかほ市、五城目町、八郎潟町、

井川町、大潟村

三 南部 横手市、湯沢市、大仙市、仙北市、美郷町、羽後町、東成瀬村

（試験の受験資格）

第３条 資格要綱第６条第１項第４号に規定する、会長が認めた者とは、次の各号の一に

該当する者とする。

一 専門学校において、土木又はこれに相当する過程、又は職業訓練校の排水設備又

はこれに相当する課程の履修者

二 学校教育法による高等学校又は旧中学校令による中等学校以上の学校を卒業した

者で、合併処理浄化槽、上下水道等の工事の設計又は施工に関し、受験申込日において、

２年以上の実務の経験を有する者

三 合併処理浄化槽、上下水道等の工事の設計又は施工に関し、受験申込日において、

３年以上の実務の経験を有する者

（運営委員会の設置）

第４条 排水設備工事責任技術者（以下「責任技術者」という。）の登録に関し、公正か

つ円滑に運営するため、排水設備工事責任技術者試験および更新講習実施運営委員会

（以下「委員会」という。）を設置するものとする。

（組織）

第５条 委員会は、委員長および委員をもって組織する。

２ 委員は、協会の会員に所属する下水道担当職員の中から各会員の推薦により選出する。
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３ 各会員から推薦する委員数は、会長が定める。

４ 委員長は、第２項第１号により選出された委員のうちから会長が任命する。

（委員長の職務）

第６条 委員長は、会務を総理し、会議の座長を務めるものとする。

（委員会の招集）

第７条 委員会は、会長が招集するものとする。

（委員会の職務）

第８条 委員会は、登録制度ならびに試験および講習会の実施計画について審議する。

２ 委員会は、責任技術者の資格に関する事項について審査する。

３ 委員会は、試験および講習会の実施に於いて、次の業務を処理する。

一 試験の監督

二 講習会における講義の実施

（市町村の事務協力）

第９条 市町村は、協会の関係窓口として、当該市町村の責任技術に係る試験および講習

会ならびに登録に関する事務に協力するものとする。

（その他）

第10条 この要領に定めのない事項については、必要の都度、会長が別に定める。

附 則

この要領は、平成４年10月１日から施行する。

附 則（改正平成11年４月16日）

この要領は、平成11年度から適用する。

附 則（改正平成13年２月27日）

この要領は、平成13年４月１日から施行する。

附 則（改正平成21年５月１日）

この要領は、平成21年５月１日から施行する。

附 則（改正平成23年７月１日）

この要領は、平成23年７月１日から施行する。

附 則（改正平成24年４月25日）

この要領は、平成24年４月25日から施行する。

附 則（改正令和２年５月25日）

この要領は、令和２年５月25日から施行する。


